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【学校支援・助成グループ】

１　公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金の適正かつ効率的な配分と市町村立学校施設の整備を促進するための指導と助言に努めた。

· 根拠法令

· 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律

· 学校施設環境改善交付金交付要綱

· 地震防災対策特別措置法

· 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（1）交付決定額

公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金　　　　　　　（単位：千円）

	年　　度
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	交付決定額
	13,261,775
	11,906,169
	15,421,820


	交　　付　　決　　定
	負　担　率
（算定割合）

	負担金事業名
	令　和　５　年　度
	

	
	件　数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	小学校校舎の
新増築事業
	3
	1,424
	173,952
	1/2

	中学校校舎の
新増築事業
	0
	0
	0
	1/2

	小学校屋内運動場
の新増築事業
	0
	0
	0
	1/2

	中学校屋内運動場
の新増築事業
	3
	759
	103,935
	1/2

	義務教育諸学校の
校舎等の新増築事業
	0
	0
	0
	1/2

	義務教育諸学校の統合校舎等の新増築事業
	3
	22,696
	3,027,037
	1/2

	負担金計
	9
	24,879
	3,304,974
	


	交　　付　　決　　定
	交　付　率
（算定割合）

	交付金事業名
	令　和　５　年　度
	

	
	件数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	危険建物等の改築
事業（小中）
	24
	9,825
	1,142,147
	1/3

	不適格改築事業
	13
	1,513
	147,688
	1/3

	長寿命化改良事業
	59
	－
	2,598,926
	1/3
学校施設以外の公共施設との複合化・集約化は1/2

	大規模改造事業
	271
	－
	2,632,909
	財政力指数１超 2/7、1以下1/3、
（教育内容・特支教室不足）、（バリフリ）2,000㎡以上、(特別防犯)は1/2

	学校統合に伴う
既存施設の改修事業
	0
	0
	0
	1/2

	幼稚園施設の整備事業
	1
	－
	1,928
	1/3

	防災機能強化事業
	216
	－
	3,357,851
	1/3

	太陽光発電導入事業
	4
	－
	17,380
	1/2

	屋外教育環境施設
の整備事業
	5
	－
	57,972
	1/3

	交付金計
	593
	11,338
	9,956,801
	

	合　　　計
	602
	36,217
	13,261,775
	


　　※ 交付金事業については、令和４年度予算本省繰越分を含む。
（2）財産処分

　　○承認申請及び報告

　　　　　件数（建物関係・承認申請）　７市　12校（園）
　　　　　　　（建物関係・報告）　　　９市　15校（園）　

　　　　　　　（用地関係・承認申請）　なし
（用地関係・報告）　　　２市　８校

２　府立学校管理費（学校維持管理費）に関する事務

　　府立学校の学校維持管理費については、各学校に適切な予算配当を行うとともに、円滑な学校運営を行えるよう指導・助言を行った。

　　　　　　　                                                            （単位：円）
	
	
	令和5年度
	令和４年度
	令和３年度

	高等学校
	施設財務課執行額
	1,897,911,726
	2,115,998,371
	995,383,275

	
	学校配当額
	2,808,344,148
	2,893,169,302
	2,409,272,931

	支援学校
	施設財務課執行額
	420,590,051
	466,429,974
	294,274,721

	
	学校配当額
	728,296,241
	757,646,935
	704,321,232

	　　合　　計
	施設財務課執行額
	2,318,501,777
	2,582,428,345
	1,289,657,996

	
	学校配当額
	3,536,640,389
	3,650,816,237
	3,113,594,163


３　自家用電気工作物保安業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	備　　　　考

	令和５年度
	148校
48,547千円
	41校
10,326千円
	189校
58,873千円
	

	令和４年度
	148校
43,324千円
	41校
10,326千円
	189校
53,650千円
	

	令和３年度
	133校
28,498千円
	41校
10,608千円
	174校
39,106千円
	


４　汚水処理施設維持管理業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	備　　　　考

	令和５年度
	9校
7,018千円
	5校
3,994千円
	14校
11,012千円
	

	令和４年度
	9校
7,156千円
	5校
3,861千円
	14校
11,017千円
	

	令和３年度
	10校
6,709千円
	5校
3,520千円
	15校
10,229千円
	


５　府立学校事務に係る相談及び研修の企画・運営に関する事務

学校事務室からの相談対応及び知識の習得・向上に向けた研修を行った。
学校事務職員向け研修会開催数　　　　　　　

	研　修　名　称
	実施日
	参加者数

	府立学校事務（部）長等研修
	５月９日
	８３名

	府立学校事務職員研修
	５月１０日
	７２名

	府立学校新転任事務職員研修
	５月１９日
	４４名

	府立学校事務職員研修
	９月５日
	１２３名

	府立学校事務職員研修　
	１０月１３日
	８５名

	府立学校事務職員研修
	１１月１４日
	１９名

	府立学校事務職員研修
	１１月２２日
	２５名

	府立学校事務職員研修
	１１月２８日
	２０名

	府立学校事務職員研修
	１月１６日
	５８名

	府立学校事務職員研修　
	１月２９日
	７９名


６　府立学校に対する査察等に関する事務
(1)査察は、府立学校における事務能率の向上を図るため、「大阪府立高等学校等査察要綱」
　（昭和32年制定）に基づき実地により毎年度実施している。

令和５年度は、学校徴収金等の会計処理の状況のほか関係課と連携しながら教務・服務の取扱状況について、査察を実施し、不正防止等の是正に努めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：校）
	
	査　　察　　実　　施　　校

	
	高等学校
	支援学校
	中学校
	合　　計

	定 期 査 察
	R５
	50
	14
	１
	65

	
	R４
	35
	15
	０
	50

	
	R３
	37
	13
	０
	50

	随 時 査 察
	R５
	０
	０
	０
	０


≪令和５年度査察結果の状況≫
	指導結果
	改善を求
める事項
	文書指導
	口頭指導
	指導事項
なし
	合計

	
	１校
	31校
	33校
	０校
	65校


(2)　地方自治法第199条に基づく、監査委員事務局の府立学校に対する監査における、不備
事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整を行った。　

≪令和５年度監査委員監査の状況≫　
	
	実地監査
	書面監査
	合　　計

	事務局監査
	39校
	158校
	197校

	監査委員現地視察
	―
	―
	―

	監査結果件数
	83件（35校）
	30件（21校）
	113件（56校）


(3)会計実地検査について
　　　平成16年4月から府立学校の予算執行機関の移行に伴い、大阪府財務規則第166号に
　　基づく会計局の実地検査により、不備事項等について関係課との連絡調整を行った。
≪令和５年度検査結果の状況≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	学校数
	指　　導　　結　　果※

	
	ア
	イ
	ウ
	エ
	合計

	198校
	２校
	134校
	50校
	12校
	198校


　　　※会計局の指導結果の内容は以下のとおり
アは、「改善・是正を要し、その措置報告を求める事項あり」
　　　　イは、「文書指導事項あり」
　　　　ウは、「口頭指導事項あり」
　　　　エは、「特記事項なし」

　　　　

【施設管理グループ】
府立学校の維持管理と改修等による施設整備に努めた。
１　府立高等学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　　　　　　　 　
府立高等学校の建物・運動場等の施設の維持補修等を行った。　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	予　算　額
	1,940,808,000
	2,138,241,000
	1,459,670,000

	決　算　額
	1,793,290,890
	2,121,574,109
	1,448,131,695


２　府立高等学校の改修（学校建設費）　　　　　　　　　　　　　　        
府立高等学校の生徒及び教職員等の安全確保や良好な教育環境の保持・改善を図るため、施設設備の改修工事等を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	予　算　額
	3,928,029,000
	4,348,693,000
	6,979,510,000

	決　算　額
	3,643,818,088
	3,873,427,741
	5,880,617,777


３　府立支援学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　       　　　　  
府立支援学校の建物・運動場等の施設の維持補修等を行った。　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	予　算　額
	152,693,000
	224,197,000
	96,505,000

	決　算　額
	125,890,259
	206,817,148
	96,178,155


４　府立支援学校の改修（学校建設費）     　　　　　　　　　　　　　      
府立支援学校の児童・生徒及び教職員等の安全確保や良好な教育環境の保持・改善を図るため、施設設備の改修工事等を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	年　度
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	予　算　額
	1,539,207,000
	2,341,801,000
	2,185,079,000

	決　算　額
	1,119,404,841
	1,328,667,963
	1,765,971,546


５　府立学校及び閉校した府立学校の用地等の管理
(1) 学校の管理業務

1 委託料の予算額及び決算額の推移（過去3ヶ年）

                                                                         （単位：円）

	年　度
	令和5年度
	令和4年度
	令和3年度

	予　算　額
	420,437,000
	403,491,000
	379,326,000

	決　算　額
	385,215,507
	392,971,591
	363,090,233


2 学校警備業務の実施

ア　事業の目的

　　　　　　　教育効果の向上に資するため、府立学校の警備業務を民間会社に委託し、学校施設設備の管理・保全を行う。

イ　事業の概要

　　          全ての府立学校施設を対象に、警備機器の設置により、学校施設設備の管理・保全を行っている。

　　　　　 　・委託件数　　　42件

６　府立長吉高等学校環境整備事業

(1) 事業の目的

　　 長吉高等学校敷地内を大阪市の都市計画道路が通過していることから、両者の共存を図り、学校環境の確保に必要な措置を講じる。

(2) 事業の概要

　   平成10年度に工事中に必要となる仮設グランドが確保され、平成12年度に大阪市が道路本　

　  体工事に着手し、平成15年度末に完成した。府負担は、アンダーパス維持管理経費の2分の1である。

(3) 負担金実績の推移

　                                                                         （単位：円）

	年　度
	令和5年度
	令和4年度
	令和3年度

	予　算　額
	1,895,000
	36,846,000
	2,128,000

	決　算　額
	1,198,441
	36,714,241
	1,071,091


【技術管理グループ】
府立学校施設の改修等にともなう建築、電気設備、機械設備の現地調査、設計、積算、工事監理及び検査を行った。

　工事種別件数（明細別記）

	工　　事　　種　　別
	件数
	工　　事　　種　　別
	件数

	　大規模改修工事
	18
	　昇降機設備工事
	０

	　内部改修工事
	４
	　その他電気設備工事
	５

	その他建築工事
	12
	　空調設備工事
	27

	
	
	　その他機械設備工事
	6

	合計件数 72件（入札件数　71件　　随意契約件数 １件）


【歳入グループ】
１　授業料等の徴収状況

府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）及び支援学校の児童・生徒にかかる入学料、独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛金の徴収事務を行うとともに、授業料等の滞納債権の管理・徴収、法的措置などの事務を行った。
(1) 府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	授 　業 　料

	R5
	109,898人
12,053,846,481


	109,285人
12,018,819,001


	103人
8,280,659


	510人
26,746,821



	
	R4
	110,014人
12,496,080,302
	109,356人
12,460,786,101
	81人
6,120,856
	577人
35,294,201

	
	R3
	102,867人
11,778,351,652
	102,103人
11,736,841,863
	180人
4,876,855
	584人
36,632,934

	入学料
	R5
	36,210人
201,565,450


	36,205人
201,544,300


	―
―
	5人
21,150



	
	R4
	36,204人
201,538,650
	36,203人
201,533,000
	―
―
	1人
5,650

	
	R3
	36,305人
202,627,300
	36,288人
202,542,200
	2人
11,000
	15人
74,100

	空調使用料

	R5
	34人
159,920
	―
―
	23人
110,480


	11人
49,440



	
	R4
	54人
260,368
	―
―
	20人
100,448
	34人
159,920

	
	R3
	72人
344,668
	1人
5,400
	17人
78,900
	54人
260,368

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R5
	104,817人
199,498,691


	103,318人
197,521,796
	231人
322,888


	1,268人
1,654,007



	
	R4
	109,391人
206,342,917
	107,587人
203,990,950
	253人
339,340
	1,551人
2,012,627

	
	R3
	102,691人
195,042,461
	100,605人
192,323,970
	296人
391,534
	1,790人
2,326,957

	計


	R5
	12,455,070,542
	12,417,885,097
	8,714,027
	28,471,418

	
	R4
	12,904,222,237
	12,866,310,051
	6,560,644
	37,472,398

	
	R3
	12,176,366,081
	12,131,713,433
	5,358,289
	39,294,359


· 人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」の施行により、平成22年度から府立高等学校の授業料は不徴収とした。また、空調使用料も、「大阪府立高等学校における空気調節設備の使用にかかる料金の額を定める規則」を廃止し、不徴収とした。

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」が改正施行されたことにより、平成26年度入学生から、授業料を徴収することとなった。

 (2) 府立支援学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R5
	9,049人
10,391,080


	8,953人
10,262,760
	―
―
	96人
128,320



	
	R4
	9,252人

10,532,330
	9,181人
10,438,460
	―
―
	71人
93,870

	
	R3
	8,778人

10,321,990
	8,715人
10,219,590
	―
―
	63人
102,400


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

(3) 府立中学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	独立行政法人
日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	R5
	595人
327,250


	595人
327,250
	―
―
	―
―

	
	R4
	599人
329,450
	599人
329,450
	―
―
	―
―

	
	R3
	358人
196,900
	358人
196,900
	―
―
	―
―


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

２　高等学校等修学支援制度

(1) 高等学校等就学支援金（全額国費負担事業）

平成26年度以降に府内公立高等学校に入学した所得基準内の世帯の生徒に標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。

○根拠法令
・高等学校等就学支援金の支給に関する法律

①国費収入額

	就学支援金
交付金
	交付金対象生徒数　　　　   87,017人
収入額　　　　　　  9,913,308,892円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校
全日制　 　 83,956人

定時制　　　 1,996人

通信制　　　 1,065人

	事務費交付金
	収入額　　　　 　　　  79,474,000円
	

	合　　計
	9,992,782,892円 
	


②就学支援金支出額

	就学支援金
	交付金対象生徒数　　　　  87,017人
収入額　　　　　　9,913,308,892円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校
府立 　　　 85,050人

市立　　　  1,967人


　※令和５年度より、保護者等の負傷・疾病に伴う療養、自己の責めに帰することができない理由による離職など家計が急変した世帯の生徒に対する支援制度が、就学支援金制度に新たに設けられた。
(2) 国公立高等学校等奨学のための給付金（国費3分の1補助事業）

平成26年度以降に国公立高校に入学した市町村民税所得割額が非課税である世帯の生徒を対象に、当該生徒の授業料以外の教育費負担を軽減するため、標記給付金の審査・給付事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	奨学のための
給付金
	対象生徒数　　        16,022人
収入額　         577,032,000円
	（生徒数内訳）国公立高等学校
全日制　 　14,726人

定時制　 　　 928人

     通信制 　　   368人


②支出額

	奨学給付金
	対象生徒数　　        16,022人
支出額　　　　 1,731,100,540円
	（生徒数内訳）国公立高等学校
府立　  15,259人

   市立　　   606人

国立・府外　     157人


（給付額）　全日制・定時制　生活保護受給世帯　　　　　　　 32,300円

第１子の高校生がいる世帯　　　　　　　　　　　117,100円
第2子以降の高校生がいる世帯　　　　　　　　　143,700円
通信制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 50,500円
専攻科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 50,500円

(3) 高等学校等学び直し支援金（全額国費補助事業）

高等学校等を中途退学した者が、再び高等学校で学び直す場合に、所得基準内の世帯の生徒に就学支援金の支給経過後も継続して標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	学び直しへの支援
	対象生徒数　　　　　 128人
収入額　　     3,262,290円
	（生徒数内訳）
府内公立高等学校

全日制　　　　 16人

定時制　　　　 95人

通信制　　 　　17人


②支出額

	学び直し支援金
	対象生徒数　　　　　128人
支出額　　　　3,262,290円
	（生徒数内訳）
府立高等学校　　　　123人

府内市立高等学校　　  5人


